
   名古屋市立小・中学校における 

   小規模校対策に関する基本方針 
           ～子どもたちのよりよい教育環境のために～ 

 

 名古屋市教育委員会では、子どもたちのよりよい教育環境 

という視点から、小規模校対策に関する基本方針を平成22年 

3月に定めました。 

 

 

 少子化の進行に伴い、児童・生徒数が減少し、多くの学校で小規模化が進んでいます。

本市の児童・生徒数は、ピーク時と比べて小学校・中学校とも約5５％となっています。

全学年でクラス替えのできない1学年1学級の小学校は、25校あります。（平成24年度） 
 
 

 

 

児童・生徒数及び小・中学校数の推移 

１ 少子化の進行に伴う児童・生徒数の減少 
 

昭和 平成 

６学級以下 25校（9.5%) 
７～11学級 52校(19.8%) 
12～18学級 125校(47.5%) 
19～24学級 42校(16.0%) 
25学級以上 19校 (7.2%) 
合 計   263校 

５学級以下  2校（1.8%) 
６～８学級 13校(11.9%) 
９～18学級 71校(65.2%) 
19～24学級 17校(15.6%) 
25学級以上  6校 (5.5%) 
合  計  109校 

児童・生徒数（人） 



 

  小規模の学校には、よい面もありますが、解決することが難しい課題もあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 小規模校では、小規模校の課題を軽減し、よさを活かす

ように、積極的に他学年との交流や保護者とともに学校行

事を実施するなど、教員の創意工夫により、できるだけ課

題を補う努力がなされています。 

 しかし、学校の規模そのものが原因となって起きる課題

があるため、小規模校のままで解決することは困難です。 

 

教育委員会では、このような小規模校が抱える課題を解決しつつ、小規模校のよさを維

持し、児童・生徒にとってよりよい教育環境にするため、一定規模以上の学級数を確保す

ることが必要と考えます。

＜小規模校のよさ＞ 

・学校行事で、すべての児童・生徒に活動の場を与えやすい。 

・他学年間の交流が、図りやすい。 

・一人ひとりの児童・生徒にきめの細かい指導がしやすく、児童・生徒のよさを十分に理解し

て指導にあたることができる家庭的な雰囲気がある。 

・児童・生徒に自主的・意欲的に行動する態度を育てやすい。 

・児童・生徒の個々の特性や学校教育目標や努力点について、全教員の共通理解を図りながら

運営しやすい。 

＜小規模校の課題＞ 

・ 1 学年 1 学級のいわゆる単学級の学年では、クラス替えができない。 

・運動会・体育大会、学芸会・文化祭などでの児童・生徒の種目や演目に限界がみられ、役割分担の

負担が大きくなりやすい。 

・音楽、保健体育などの教科において、集団での演奏や競技などのグループ分けが難しくなる。 

・児童・生徒の交友関係が固定化されやすい。 

・学級内でのけんかやトラブルで人間関係がこじれた場合、修復が難しい。 

・学校行事や児童会・生徒会・委員会活動などで児童・生徒の役割・位置付けが固定化されやすい。 

・児童・生徒の興味・関心に対応した多様なクラブ活動や部活動を実施することが難しい。 

・児童・生徒に互いに競い合ったり、高め合ったりする切磋琢磨する態度を育てにくい。 

・教師一人当たりの分掌事務量が多くなるとともに、分掌が固定する傾向がある。 

・教員の出張や欠勤などがあった場合、補欠授業が組みにくい。 

２ 小規模校対策の必要性 



 

 
 望ましい学校規模は、小・中学校ともに、少なくとも各学年でクラス替えができる 

規模とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

通学距離 

徒歩通学を基本とし、 

小学校で概ね2km、 

中学校で概ね3km 

３ 学校規模の基準 

望ましい学校規模（適正規模） 

小学校：12～２４学級 

中学校：6学級以上は必要 

     ※９～１８学級が望ましい 

学校規模適正化の方法 

学校の統合 

通学区域の変更 

学校規模適正化の対象 

小学校：11学級以下 

中学校：5学級以下 



 

 

教育的課題が大きい小学校を優先して学校規模適正化に取り組みます。中学校について

は、現段階では対象とせず、小学校の進捗状況等を勘案して改めて検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  保護者や地域の皆様の十分な理解を得ながら、次の事項に留意して進めます。 

 

 

 

 

 

 

 名古屋市教育委員会事務局総務部施設計画室（市役所東庁舎6階） 

  電話番号 ０５２－９７２－３２８２  ＦＡＸ番号 ０５２－９７２－４１７６ 

e-mail：a3226@kyoiku.city.nagoya.lg.jp 

（古紙パルプを含む再生紙を使用しています。）  平成２４年１１月 

 

４ 学校規模適正化の進め方 

５ 取り組みの際の留意点 

◎対象校選定の考え方 

 平成22年5月1日現在の学級数を基に、幼児人口により把握した将来の学級数で考えます。 

◎対象校の優先順位 

対象となるすべての学校を一斉に実施することはできないため、グループ分けを行い、 

クラス替えができない第1グループから段階的に順次取り組みます。 

【グループ】 

１ 平成22年5月1日現在、６学年すべてが単学級の学校で、実施計画期間内も同じ状況

が継続する見込みの学校 

２ 平成22年5月1日現在、６学年すべてが単学級の学校で、実施計画期間内に６学級で

なくなる見込みの学校（６学級⇒７～１１学級） 

  平成22年5月1日現在、７学級から１１学級の学校で、実施計画期間内に６学級にな

る見込みの学校（７～１１学級⇒６学級） 

３ 平成22年5月1日現在、７学級から１１学級の学校で、実施計画期間内も同じ状況が

継続する見込みの学校 

◎実施計画の策定 

・実施計画を平成22年度に定め、幼児人口が把握できる6年ごとに見直します。 

・学校の組合せは、中学校ブロック内の小学校同士で12～24学級となる組合せとします。 

・通学距離が2kmを大幅に超える場合は、通学区域の変更での対応を検討します。 

・組合せを検討する際には、学校の沿革や歴史、地域の特性、校地・校舎の状況などの

諸条件を勘案します。 

・児童への配慮（スクールカウンセラーの派遣、統合前の学校の教員のバランスよい配置など） 

・通学の安全（関係行政機関との連携、家庭・地域との協力） 

・保護者、地域との連携・協力（各種情報の共有化） 

・統合後の校舎・校地の活用（可能な限り既存校舎を活用し、必要に応じて整備の検討。 

              校舎や校地は、全市的な視点での有効活用などの検討。） 

mailto:a3226@kyoiku.city.nagoya.lg.jp

